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Abstract
　　This paper describes the academic themes, lessons and social problems geographers are ad-
dressing in modern Africa, as well as university geography education and the education levels in 
Sub-Sahara Africa, related to colonial policy, socio-economic stability, and population.  Nature, 
culture, and society in Africa are both diverse and attractive to academic researchers.  According 
to one estimate, there are more than 1,000 languages and ethnic-groups on the continent.  We 
hope to research the uniqueness of nature, cultures, and societies of Africa.  African people face 
social problems of poverty, economic disparity, social conflict, civil war, diseases, land degrada-
tion, etc.  Japanese geographers should tackle these problems with African researchers in order 
to contribute to political stability, social welfare and development.
　　South Africa is the most active country engaging in geographical research and education in 
Sub-Sahara Africa.  According to the history of South African academe, the South African Geo-
graphical Society and the Society for Geography were integrated in 1994 to establish the Society 
of South African Geographers.  South African geographers considered this movement to be a his-
torical event under political changes that emerged during the new era following the policy of 
apartheid.
　　Geographers are tackling social problems of Sub-Sahara Africa and social responsibility is 
important for academic researchers in Africa.  Japanese geographers need to build stronger and 
wider partnerships with African geographers to achieve further social responsibility.

Key words：poverty reduction, land degradation, geography teaching, academic social responsi-

bility, Society of South African Geographers

キーワード：貧困削減，土地荒廃，地理教育，学術研究による社会貢献，南アフリカ地理学会

I．は じ め に

　アフリカ大陸ほど，外部の研究者によって調査
されている地域はないだろうと思う。19世紀の

なかばにまでさかのぼれば，リビングストンやリ
チャード・バートンをはじめとする探検家が地理
学の学術的関心からナイルの源流を探し続け，そ
の後のヨーロッパ人によるアフリカ進出の機運を
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つくった（Mackenzie, 2007）。アフリカは，地
理学—とくに 19世紀のヨーロッパ地理学の体系
化と発展に大きく寄与した地域だといわれる所以
である（Barbour, 1982）。
　アフリカ大陸の自然，文化，社会は多様性に満
ちており，研究者にとっては非常に魅力的であ
る。自然の豊かさと人びとの深い関わりが存在し
ている。自然の側面では，熱帯雨林や疎開林帯，
サバンナ，ステップ，砂漠の植生帯が気候帯に対
応するかたちで，赤道をはさんで南北にほぼ対称
に分布する。ケニア山やキリマンジャロをはじめ
とする東アフリカの山地では，高山植物が分布す
る（Mizuno, 1998; 水野, 2005）。霊長類をはじめ，
野生動物も多く存在する。アフリカ大陸は古く，
その地質は長い間，安定しており，気候によって
生成された成帯土壌が広く分布するのが特徴であ
る。大地溝帯がアラビア半島のシリアから紅海を
経て，南はマラウィ湖の南方まで続き，全長は
9,600 kmにも及び，タンガニーカ湖やマラウィ
湖などの形成に関わっている（Ossei and Attoh, 

2010）。
　文化・社会の側面では，サハラ以南アフリカ
（以下, アフリカ）では 1,000以上の言語が使用さ
れていると推定されている。そのうち 100万人
以上に使用されているのは 40言語だとされてい
る（Bergman and Mcknight, 1993）。宗教は旧
イギリス領の国々では英国国教会，旧ベルギー領
のルワンダやブルンジなどではローマン・カソ
リックが多くの人々に信仰されており，エチオピ
アではエチオピア正教がみられる。アフリカ大陸
の北部や西部では，イスラム教の信仰がさかんで
あり，北東アフリカのソマリアでもイスラム教徒
が多数を占めている。そのほか，各地にさまざま
な在来の宗教が存在する。
　アフリカの多くの国々は，1960年代，イギリ
スやフランスをはじめとするヨーロッパ列強から
独立を勝ち取った。しかし，植民地時代の国境線
を受け継ぎ，国内には多くの民族，言語を包含し
ている。独立後，ほとんどの国々は国内の民族バ
ランスを考慮に入れ，共和制をとり，大統領によ
る強力なリーダーシップのもとで社会主義の政策

をとった。それは，旧宗主国からの政治的な独立
性をたもつためでもあった。1980年代になると，
社会主義による国家運営は，公務員や行政機関の
増加をまねき，「大きな政府」による非効率さが
目立ち，債務が増加し続けた。1990年代初頭に
は，多くの国々で IMFや世界銀行の主導で構造
調整政策が導入され，「小さな政府」をめざすこ
とになる。経済活動に対する国家の規制を減ら
し，外資の導入をすすめ，市場メカニズムの導入
と民間活力の活用がすすめられている。
　国連人口統計によると，2010年現在，アフリカ
の約 6割の人口は都市外に居住している（United 

Nations, Population Division, 2012）。その多く
は農村に居住しており，それぞれの気候や土壌な
どの環境条件のもとで民族独自の農耕様式を営ん
でいる。また，東アフリカや北東アフリカ，西ア
フリカの乾燥地ではウシやラクダなどの牧畜，コ
ンゴ盆地の熱帯雨林やカラハリ砂漠では狩猟や採
集を営む人々も居住している（田中ほか, 2004）。
　一方，アフリカでは，内戦や紛争，貧困や拡大
する経済格差，感染症の蔓延など，さまざまな社
会問題が存在する。ソマリアでは内戦が長引き，
国際的に承認された政府が存在しない状態が続い
ている。沖合海域では海賊による外国籍の船舶が
銃撃を受け，被害に遭っている。南スーダン共和
国は 2011年にスーダンからの独立を勝ち取った
ものの，油田の帰属をめぐって，スーダンと国境
線の画定で衝突している。ナイジェリアでは，ボ
コハラムと呼ばれるイスラム原理主義のグループ
が 2010年頃より爆弾テロを繰り返している。西
アフリカのサヘル諸国では，イスラム・マグレブ
諸国のアルカイーダがテロ活動を展開する。マリ
では 2012年 3月に兵士による反乱がおき，国内
情勢が一挙に不安定になった。
　アフリカの貧困削減に対する国際的な取り組み
が続けられている。2000年 9月の国連ミレニア
ム・サミットで，世界中の政治家がミレニアム開
発目標を設定し，貧困の削減，飢餓や感染症，
ジェンダーによる格差，環境破壊，飲料水の確
保，衛生問題に取り組むことを決定した。しか
し，これらの取り組みは，南アジアや東アジア，
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南米などと比較すると，アフリカでは，それほど
大きな進展を得ていないのが現状である（Chen 

and Ravallion, 2007）。『World Development In-

dicators』（World Bank, 2012）のデータをみると，
1日あたりの所得が 1.25ドル未満の人口は世界の
途上国で減少する傾向にある一方で，サハラ以南
アフリカではその人口が 2億 500万人（1981年）
から 3億 8600万人（2008年）に増加し，人口比
率では 52％（1981年），48％（2008年）という
高水準のままである。
　近年では，アフリカも外資の積極的な導入や資
源開発，農作物や鉱物資源の価格上昇もあって，
経済発展が進みつつあるが，人々の間の経済格差
が拡大し，教育機会の不平等を生み出している現
状もある。また，アフリカの平均寿命は 54才で
あり （World Bank, 2012），「早すぎる死」が問題
となっている。15才から 49才までの死因の 1位
は HIV/AIDS，2位がマラリア，3位が気管支感
染，4位が下痢，5位が周産期の死亡となっている
（World Health Organization Regio nal Office for 

Africa, 2006）。上記の問題以外にも，アフリカ
には，多くの社会問題が存在する。
　本稿では，広大なアフリカ大陸の地理学に関す
るすべての分野，領域，学会活動を横断的にとり
あげることはできず，東アフリカと南部アフリカ
を中心とする英語圏と西アフリカを中心とするフ
ランス語圏を中心とする地理学の教育，特定国の
学会活動，一部の研究分野に限定して言及するこ
とを，まずはお断りしておきたい。そのうえで，
アフリカの大学における地理学の教育の現状につ
いて概観し，地理教育がもっとも充実し，IGU 

（International Geographical Union:国際地理学
連合）での活動が活発な南アフリカの地理学会の
活動をみていく。そして，アフリカにおける社会
問題のひとつ—低成長や社会開発に関する論考を
紹介したのちに，市場経済の浸透や外資の導入に
ともなう経済活動の活発化によって問題となるで
あろう，環境問題—土地荒廃の問題をとりあげ，
地理学の取り組むべき課題を検討する。急激に変
化し続けるアフリカで，地理学者が社会問題の解
決や研究成果の社会還元，国際援助・国家のプロ

ジェクトに積極的に参画している現状を報告し，
今後，日本の地理学者がアフリカの地理学者と連
携していく重要性を示したい。

II．アフリカの大学における地理教育の現状

　2010年現在，大学において地理学の教育プロ
グラムが比較的，充実していると評価されている
のは南アフリカ，ナイジェリア，ケニアの 3カ
国である（Moseley and Otiso, 2010）。一方，
チャドや中央アフリカ，コンゴ民主共和国，コン
ゴ民主主義共和国，ソマリア，エリトリアでは，
大学に地理学者が在籍していたとしても，地理学
のコースは存在しない。ソマリアやエリトリアに
地理学の高等教育が存在しないのは，長引く内戦
や隣国との紛争が大きな原因となっている。Mo-

se ley and Otiso （2010）によると，このようなサ
ハラ以南アフリカの大学における地理学の教育プ
ログラムの現状には，植民地政策の影響，社会・
経済的な状況，人口規模という 3点が関係してい
る。それぞれの要素から分析していこう。
　1）植民地政府の影響
　大学教育において地理学の教育プログラムが相
対的に充実しているナイジェリアやガーナ，スー
ダン，ウガンダ，ケニア，タンザニア，マラ
ウィ，ザンビア，ジンバブエ，ボツワナ，南アフ
リカ（図 1）はイギリスの旧植民地の国々である。
20世紀のなかば，イギリス植民地政府がイギリ
スの大学，とくにロンドン大学の組織にならっ
て，アフリカ諸国の大学制度をつくったとき，地
理学の教育プログラムがつくられている。アフリ
カ大陸においてヨーロッパ諸国の植民地が拡大す
るにしたがって，植民地の行政官や軍人は地理学
の研究成果や測量による地形図を必要としたので
ある。
　イギリスの大学における地理学の教育プログラ
ムは，1880年代までには確立し，学術としての
地理学はアフリカやアジアの植民地の拡大ととも
に進展してきたといわれる（Withers and May-

hewt, 2002）。1930年代に地理学者のアフリカへ
の派遣は増加したが，行政官にとって地理学の扱
う領域は馴染みのある分野であったたため，地理



 916—　　—

学者の派遣人数そのものは少なく，実際には人類
学者を多く派遣した（Barbour, 1982）。人類学者
は，植民地に居住する民族の文化や生活を調査
し，統治に資する民族誌を多く出版する一方で，
地理学者は国土の測量，土壌や気候，植生，鉱山
資源の分布といった，その後の社会開発の礎とな
る資料をつくった。広大なアフリカにおける測量
や地図の作製は困難な作業ではあったが，各国の
独立以前に，多くのアトラスが刊行された。アル
ジェリアとチュニジアのアトラスは 1923年，エ
ジプトが1928年，ベルギー領コンゴとルワンダ，
ブルンジが 1951年，タンガニーカ（タンザニア）
が 1956年，ケニアが 1959年，ウガンダが 1962

年に刊行されている。スーダンでは土壌図が
1944年に刊行されている。
　植民地政府は当初，アフリカ人を対象とした高
等教育の充実を積極的にすすめることはしなかっ
た。しかし，行政官は次第に，さまざまな気候，
土壌，文化を包摂する広大な植民地を統治するう
えで，大学における地理教育の重要性を認識し，

アフリカ人を対象とした地理学の高等教育プログ
ラムの創設をすすめた。アルジェリアではアル
ジェ大学が 1879年に創設され，南アフリカでは
ケープタウン大学が 1829年，ウィットウォー
ターズランド大学が 1922年，ゴールドコースト
（ガーナ）ではゴールドコースト大学が 1948年，
ナイジェリアとスーダンでは 1948年，ウガンダ
では 1949年，エチオピアでは 1950年に大学が
設立された。
　イギリスの植民地に設立された大学では，イギ
リス人の教員がアフリカ人の学生を教育し，研究
者として養成していった。1960年代になって，
アフリカで多くの国家が独立すると，植民地時代
の地理学の教育プログラムはアフリカ人によって
自主的に運営されるようになっていく。フランス
の旧植民地においても，同様の動きが生じたが，
フランスの教育政策は同化主義にもとづいて，少
数の優秀な人材を選抜したエリート教育の傾向を
強くもっていた（White, 1996）。そのため，フラ
ンスの旧植民地だった国々では，イギリスの旧植
民地にくらべると，地理学の高等教育プログラム
数は少なく，アフリカ人研究者の数も限られてい
る。イギリス領，フランス領ともに，旧宗主国に
留学するアフリカ出身の研究者が多く，そのまま
職を得て，国外に移住する研究者も少なくなかっ
た（Barbour, 1982）。
　旧宗主国の教育政策に関係なく，現在，アフリ
カの大学教育において，地理学は確固たる地位を
築いており，その重要性について疑問をもたれる
ことは少ない。国家の財政支出や海外からの開発
援助によって，アフリカの大学における地理学に
関係する部局は，発展の道をすすんでいる。この
ような現状は，地理学の名前をつけた学部や専攻
が消えつつあるアメリカ（Smith, 1987; Murphy 

2007）や日本の状況とは大きく異なるところで
ある。
　2）社会・経済的な状況
　ふたつ目に，地理学のプログラムの充実には，
その国の社会・経済的な状況が関係している。地
理学のプログラムが充実している南アフリカ，ナ
イジェリア，ケニア，カメルーン，タンザニア，

図 1　アフリカの大学における地理学のプログラム数．
学士・修士・博士の課程数 （Moseley and Otiso, 
2010）．

Fig. 1　Total number of bachelor, master and doctoral 
Degree geography programs in African nations 
（after Moseley and Otiso, 2010）.
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ガーナ，スーダンにおいては，国連開発計画
（UNDP）が 2009年に算出した人間開発指数
（HDI: Human Development Index） は 0.52から
0.68と，中位から，比較的高い国が多い（UNDP, 

2009）。HDIは，識字率や国民所得，平均寿命な
どを総合的に示した指標である。社会・経済的な
発展がすすんだ国において，大学における地理学
の教育プログラムが充実する傾向にある。大学の
教育課程を充実するためには，国家財政の健全
さ，産業の発展状況，国民所得の向上，初等・中
等教育の普及と充実が必要である。
　上記の国々では，奨学金の支給によって，著名
な地理学者が活発に活動している。とくに，ナイ
ジェリアのマボグンジェ博士（イバダン大学）は
都市地理学を専門とし，ナイジェリアの都市化や
地域間移動の著作（Mabogunje, 1968, 1980）が
ある。博士は 1980年から 1984年にかけて IGU

の会長，イバダン大学の社会科学部の学部長，
UNDPや世界銀行のアドバイザリーボードのメン
バーなどを歴任し，現在では，ナイジェリア政府
の科学技術政策や国家の開発政策を推進する要職
についている。マボグンジェ博士が IGUの会長
に選出されたことは，アフリカ人の地理学者が一
定の水準に達するようになったのだと評価されて
いる（Barbour, 1982）。
　3）人口規模
　そして，第三に，人口規模も，地理学の教育プ
ログラムの充実に関係しているとされる。南アフ
リカやナイジェリア，ケニア，カメルーン，タン
ザニア，ガーナ，スーダンは人口の多い国々であ
る。しかし，人口規模の大きさが直接，地理学の
教育プログラムの課程数や充実度に関係するわけ
ではない。たとえば，エチオピアやコンゴ民主主
義共和国のように人口規模が大きくても，地理学
のプログラムが決して充実しているとはいえない
し，あるいは南アフリカはナイジェリアの 3分
の 1ほどの人口ではあるが，地理学のプログラ
ムは充実している。アフリカの人口は今後，増加
し続けるであろうし，経済が発展するなかで，規
模の経済が働き，教育プログラムの数は増加して
いくだろうと考えられる。植民地時代や独立後の

教育政策，産業の発展，国民所得の向上，政治の
安定性といった，複合的な要素が関係していると
いえる。

III．南アフリカ地理学会の設立とその歴史

　サハラ以南アフリカ最大の経済大国である南ア
フリカ共和国は，唯一の G20加盟国であり，学
術分野でもアフリカ諸国をリードする存在であ
る。アフリカにおいて，南アフリカの大学におけ
る地理学の教育プログラム数は 49課程と，突出
している（図 1）。IGUに加盟する研究者の国籍
は 102カ国におよぶが，南アフリカ共和国は
2004年から 2008年にかけた IGU年次大会の参
加者数では上位 8位にランクし，地理学者の研
究活動の活発さを示している。
　南アフリカ地理学会（The Society of South Af-

ri can Geographers: SSAG） は，1994年に南アフ
リカの地理学の関連団体である SAGS （South 

Afri can Geographical Society） とSG （Society for 

Geography）の 2学会が統合して発足した。1994

年という年は，南アフリカ共和国において特別な
年である。この年には，全人種による総選挙がお
こなわれ，アパルトヘイトが完全に撤廃されてい
る。この地理学会の統合が，アパルトヘイトが撤
廃された 1994年におこなわれたのは決して偶然
ではなく，この 2学会の歴史と SSAGの設立は，
南アフリカ共和国の歴史そのものを反映している
といえる。以下，SSAGのホームページ（SSAG, 

2012）を参考にしながら，その歴史をみていこう。
　1917年に創立された SAGSの歴史は，南アフ
リカにおける地理学界の発展と変化の歴史であ
る。その創立者は南アフリカ鉱山学校（South 

African School of Mines）において地理学を教え
ていたジェームス・ヒューション（James Hut-

cheon）であり，地理教育の重要性を唱え，鉱山
学校における地理の教科としての確立に尽力し
た。SAGSの学会員は社会にひろく開かれ，行政
官が学会の運営に必要な資金を提供した。1921

年にはジョン・ウェリントン（John Wellington）
が二代目の学会長に就任し，翌年には鉱山学校は
ウィットウォーターズランド大学に発展・改組さ
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れた。南アフリカではダイヤモンドや金をはじめ
とする鉱工業がさかんであり，各大学は地学や鉱
物資源の探査などの分野を得意とする伝統があ
る。
　1922年から 1939年にかけて，SAGSの学会
運営に対する熱意が冷め，沈滞期を迎える。それ
は，第一次世界大戦後の世界大恐慌によって金や
ダイヤモンドの市場が崩壊し，国内でストライキ
が頻発し，社会が混乱していた時期と重なる。こ
の苦難の時期，ウェリントンは学会長として他分
野の学術界に積極的に働きかけ，学術大会の講演
と学会誌への投稿を依頼し続け，他分野をとり込
むという南アフリカ独自の学会活動を展開した。
　1938年には学会誌（South African Geograph-

ical Journal）は新しい研究成果を掲載する媒体
として認識され，南アフリカ共和国以外の研究者
からの論文投稿も増加した。政府も，その刊行に
対して，毎年支援を続けた。南アフリカは第二次
大戦の波に巻き込まれ，この苦難の時期におい
て，戦争に出征し，学術大会に参加できない学会
員もいたが，そのような会員による会費の支払い
は免除された。戦時下においても学会誌の刊行は
続けられ，SSAGに統合されるまでの 75年間，
途切れることはなかった。
　戦況が改善したのち，SAGSには新しい会員が
加入し，地理学者の人数は着実に増加し続けた。
政府による支援も続いたが，1960年の初頭に教
育省から支援に対する厳しいコンディショナリ
ティがつけられた。それは，学会員のメンバー
シップを白人に限ることを要請するものであっ
た。1961年に南アフリカ連邦はイギリス連邦よ
り離脱し，南アフリカ共和国として独立する。新
政権は白人とそれ以外の人種を隔離するアパルト
ヘイト政策を強化することをめざし，学会の会員
資格として人種の制限をかけようとしていたので
ある。学会はこの要請を断り，これまで通り会員
を人種に関係なく，ひろく社会に求め続けた。当
時の社会情勢から鑑みるに，この方針を貫徹する
には，政府の権力，社会情勢の流れに屈しない決
断力を必要としたにちがいない。
　このような政府への要請を断ったにもかかわら

ず，教育省から SAGSに対する支援は続けられ
た。1950年代の後半には，4年ごとに学術大会
を開催するようになり，1961年の第 1回学術大
会では土地利用のテーマで討論された。1957年
に，もうひとつの学会 Society for Geographyが
設立されると，SAGSの学術大会は 2年に一度
のペースで開催されるようになった。創立 50周
年の記念大会は 1967年にナタールで開催され，
それに付随する研究集会が各大学で開催された。
1970年代には，優秀な業績をあげた研究者に対
する表彰制度もつくられ，学会からメダルの授与
がおこなわれるようになった。学会誌の発行は年
に 1号のペースであったが，1974年からは 2号
に増刊され，1989年からは A4判の装丁に変更
された。毎年，1巻ずつが発行され，2011年に
は 93巻が刊行されている。
　一方，The Society for Geography（SG）はス
テレンボッシュにおいて 1957年に創立された。
ステレンボッシュは，17世紀にオランダ人が大陸
内部へ進出する拠点となった都市であり，いまで
も，オランダ系の白人であるアフリカーナーが多
く居住する地域である。アフリカーンス語の話者
である教師 47名が SGの前身となる組織—The 

Society for the Teaching Geographyを設立した。
設立の目的は地理教育の推進と教員相互の情報交
換であった。SAGSとは異なり，会員のメンバー
シップは白人に限定され，中学と高校の教員が多
かった。この組織はまず，ケープ州の高等学校に
おいて地理が教科として扱われていないことを問
題視し，政府へのロビー活動を通じて働きかけを
続けた。その結果，教育課程の見直しにともなっ
て，1965年には高校における教科として地理が
認められるようになった。1960年代のなかばに
は，SGは研究論文を掲載する学術雑誌を刊行し，
会員の表彰制度をつくる一方で，1964年にはス
テレンボッシュにおいて SG主催の学術大会を開
催し，以後，SAGSとの共催で連合大会を組織し
てきた。
　1960年代のなかばには計量地理学の隆盛にの
り，地理学者の活動は活発となった。新しいパラ
ダイムをもつ，刺激に満ちた研究論文が多く学会
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誌に掲載され，行政の都市計画や地理教育にも影
響を与えた。1972年には名称を The Society for 

Geographyと改称するとともに，学会誌の名称
も『The South African Geographer』と改めた。
1976年には地理教育だけではなく，ディスプリ
ンとして地理学の確立が重視されるようになり，
ソウェト蜂起による社会不安を契機として，白人
に制限していた会員資格は撤廃されることになっ
た。学会誌は毎号 1,500部，刊行され，学会の財
政状況も健全であったものの，SGと SAGSとい
うふたつの学会は，統合の可能性が模索された。
お互いに閉じた状態で活動を続けるのではなく，
1989年には 2学会のあいだで話し合いがもたれ，
ついに 1994年に統合が実現することとなった。
　異なる設立目的や活動内容，会員の構成をも
つ，SAGSと SGというふたつの地理学に関連す
る学会がひとつに統合することは，簡単なプロセ
スではなかったが，現在の南アフリカの地理学者
にとっては歴史的なイベントだったと考えられて
いる。SGの会員は教育分野に強く，1972年に
は地理のカリキュラム編成と教科書づくりに尽力
し，今日の地理学の礎をつくった経験をもつし，
教育省へのパイプや教育に関連する予算の獲得と
いう政治力をもっている。自由な学者の集団で
あった SAGSと，地理教育に従事する教員組織
としての性格をもつ SGの統合は，1994年の民
主主義選挙の実施とマンデラ大統領の誕生，そし
て，アパルトヘイトの撤廃と新しい南アフリカ共
和国の誕生という新たな時代の潮流で起きたのだ
と考えられている。
　アパルトヘイト撤廃後の南アフリカ共和国にお
ける地理学の研究や教育は，おおきく変化した
（Mather, 2007）。アフリカの上位3位の大学（ケー
プタウン大学，ウィットウォーターズランド大学，
クワズール・ナタール大学）が，南アフリカに存
在する（ARWU, 2012）。南アフリカから北米の
大学に移住し，活躍している地理学者も少なくな
い。新しく誕生した南アフリカ地理学会（SSAG）
は，その活動範囲を広げており，現在では人文・
自然地理学者，環境学者，経済学者，地域開発
者，地図製作者，小学校教員，警察官など多岐に

わたる分野の人材により構成されている。
　近年のおもな活動としては，各大学の地理学教
室の案内や地理学者の紹介，各分野の紹介記事に
関する特集を組む一方で，地理教育に従事する教
員むけのニュースレターを発行している。IGU

はじめ国際的な学術組織との連携のほか，教育制
度に関する政府機関への情報発信や政策提言，カ
リキュラム作成の協力，学生への奨学金の支給，
地域活動の推進なども積極的に進めている。
　現在では，南アフリカ共和国の各大学の地理学
教室が SSAGを通じて連携をすすめる一方で，
南部アフリカ地域に限らず，各研究者がアフリカ
人の研究者，ヨーロッパ，アメリカ，日本，中
国，インドなどアジアの研究者との共同研究を進
めている。共同研究の分野では気候学，農業地理
学，社会地理学，経済地理学に関する研究が盛ん
におこなわれている。
　Volume 93 （2011年刊行） では，南スーダンの
独立 （Christopher, 2011） や南アフリカ共和国に
おける原子力政策の推進の是非 （Long and Patel, 

2011） に関する論文が掲載されており，社会の
ニーズや要請にしたがった論考が目立ち，学際的
な地理学の強みを活かし，政策への批判や提言な
ど政策志向が強いのが特徴である。

IV．社会開発と地理学

　アフリカの低成長や社会開発に関する地理学者
の論考は少なくない。アフリカの低成長の原因に
ついては，（1）アフリカ大陸の位置に関する地
理的な要因に求めるもの，（2）健康要因，そし
て（3）生産の脆弱性の 3つに原因を求めるもの
に大別することができる。地理的な要因として，
アフリカにおける道路や港湾などのインフラの未
整備，国境を越える際の煩雑な税関手続き，国内
および国外の市場へのアクセスの悪さがあげられ
る。健康要因に求める説では，熱帯におけるマラ
リアや HIV/AIDSなどの感染症が低成長の原因
にあげられる。生産の脆弱性に求める説では，と
くに食料生産では干ばつや気候変動，農業投入財
の供給に問題があるとともに，アフリカ諸国は後
発国であるにもかかわらず，労働コストの高さが
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産業発展の障壁になっていると指摘されている。
　1）地理的要因
　アフリカの低成長の原因として，アフリカ大陸
が世界の市場から遠く離れていること，つまり近
接性（proximity）の問題があげられる。とくに，
アフリカには海と面しない内陸国がマリ，ブルキ
ナファソ，ニジェール，チャド，中央アフリカ，
エチオピア，ウガンダ，ルワンダ，ブルンジ，マ
ラウィ，ザンビア，ジンバブエ，ボツワナ，レソ
ト，スワジランド，南スーダンと 16カ国，存在
する。輸出には，市場までの距離が長く，とくに
内陸国では陸上輸送によるコストの高さにより，
競争力が低下している。また，隣国との国境を越
えて，輸送する場合には，煩雑な税関手続きのた
めに時間を要することも問題である。内陸国のニ
ジェールでは，貨物の通関手続きに通常，1週間
以上の時間を必要とし，物資を満載したトレー
ラーは首都ニアメに入るまで，10日前後を税関
の駐車場で待たなければならない。これでは，物
流が滞り，陸上輸送のコストが高騰するのもわか
るだろう。
　1人あたりの国民所得が低く，しかも人口密度
や都市化率が低いため，国内市場はその規模が小
さく，未成熟な場合が多い。国内では規模の経済
が働きにくく，生産地と市場との距離が遠い。ま
た，国内や隣国に，紛争や内戦が発生している場
合には輸送が停滞し，市場へのアクセスがさらに
悪化する。アフリカでは，他地域に比較して，輸
送コストの高さが経済発展を阻害しているという
のである（Naude, 2007）。
　道路や港湾といった輸送インフラの整備を通じ
て，輸送コストを下げるとともに，内陸国とその隣
国が地域貿易協定（RTAs: Regional Trade Agree-

ments）をむすび，地域統合をすすめることが重
要な課題にあげられている。アフリカには 30件
ほどの地域貿易協定が結ばれているが，それぞれ
の参加国は重複しており，規則や手続きの矛盾が
少なからず存在する（Mutai, 2003）。このよう
な協定の締結は，アフリカ諸国間の貿易を増やし
たり，グローバルな貿易におけるシェアをあげた
りすることには役立たず，国際貿易におけるバー

ゲニング・パワーの上昇にはつながらないとされ
ている（Naude, 2007）。
　地理学者のシモン（Simon, 2010）は，アフリ
カの政治・社会状況の変化に南部アフリカの地域
共同体がどのように対応しているのか，批判的に
論じている。南部アフリカ地域では，1994年に
南部アフリカ開発共同体（SADC: Southern Af-

rican Development Community），2008年には
東南部アフリカ市場共同体（COMESA: Common 

Market for Eastern and Southern Africa）が経
済的な地域統合をめざして設立された。しかし，
両組織は制度の硬直化もあって社会情勢の急激な
変化には十分に対応しきれないでいる。たとえば
SADCでは，アパルトヘイト撤廃後の南アフリ
カ共和国が中心となって，コンゴ民主主義共和国
の内戦やジンバブエの社会混乱の調停に乗り出し
たり，あるいは気候変動や環境問題，中国やイン
ドの経済進出に対して取り組みを進めており，当
初の計画である地域統合をめざす方向とは異なっ
てきている。
　地域貿易協定の締結が地域統合に有効でないの
は，アフリカで深刻な問題となっている近接性の
問題を解決することができないためである（Naude, 

2007）。アフリカ諸国の近接性の問題を解決する
ためには，貿易障壁を下げたり，小さな規模の国
家を経済統合し，規模の経済を働かせたり，近隣
国の関係を強化させることが重要である。従来，
内陸国の貿易条件を改善するために，沿岸国が自
国の道路網を整備することには消極的であった
し，あるいは沿岸国は財政に大きな利益をもたら
さない内陸国の産品を中継貿易として積極的に扱
うことはなかった。このような改善については，
WTO （世界貿易機関） の規則にもとづいた第 3機
関による協定の施行が重要だと考えられている。
　2）健康要因
　アフリカの人々が直面する困難には，人間の生
存と健康に関する要因が存在する。アフリカでは
マラリアと肺結核，HIV/AIDSという三大感染症
の問題が深刻である。マラリアの感染は，アフリ
カにおける生産性を引き下げ，医療費の支出のた
めに世帯の貯金額が減少するため，年間の GDP
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をおよそ 1％，引き下げているという推計もある
（Malaney et al., 2004）。この数字は，25年にわ
たって積算していくと，半年分の GDPに相当す
る大きな金額である。
　人々の健康と福祉のあり方は医療にアクセスす
る可能性と関係するが，高度医療を受けることが
できる可能性には経済格差の問題が存在する。マ
ラリア治療に対する 1回の医療費は米ドル（1999

年）換算で，マラウィで 0.4ドル，カメルーンで
2～ 3ドル，ブルキナファソで 1.2ドル，ナイ
ジェリアで 1.8ドル，ガーナで 2～ 7ドルである
（Chima et al., 2003; Russell, 2004）。世帯の年間
収入の 10％以下であり，負担としてはさほど重く
はないが，マラリアの感染回数は多く，ほかの疾
病と複合することがあるため，医療に対する直接
支出と病気による機会損失という間接支出はかさ
む傾向にある（Ettling and Shepard, 1991; She-

pard et al., 1991; Russell, 2004）。
　一方，肺結核や HIV/AIDSに対する医療費は，
世帯に重い負担を強いることになる。アフリカ
では医療費の負担が重い割には，よい医療を受
けることができない厳しい現状が報告されてい
る （Russell, 2004）。Russellがまとめた，この
報告によると，肺結核に対する年間の治療費は，
1999年の米ドル換算で，タンザニアで 52ドル，
ザンビア 49ドル，マラウィでは 11ドルであり，
この治療費は年間所得のタンザニア 9.3％，ザン
ビア 8.3％，マラウィ 5％を占める。すなわち，
世帯のほぼ 1カ月分の所得に相当するのである。
HIV/AIDSのターミナルケアの治療費はタンザニ
アで 70～ 83ドル，コートジボワールで 39ドル
であるが，それに葬儀の費用がタンザニア 45～
80ドル，コートジボワールでは 56ドルの出費が
必要となる。その合計は，世帯の年間収入の 50

～ 100％にも相当する。東南アジアのタイでは
ターミナルケアの医療費が 1,076ドル，葬儀の費
用が 1,596ドルと，アフリカの支出額とは大きく
異なるが，物価以外にも，人々が受ける医療の質
にも留意する必要があるだろう。
　ザンビアにおけるフィールド研究では，家計状
況の悪化による治療費の不足や食料不足による免

疫力の低下などにより，結核や HIV/ AIDSの治
療を満足にできない患者の現状があることが明ら
かになっている（Chileshe and Bond, 2010）。農
村においても，HIV/AIDSによる「過剰な死」は
問題となっており，家計への影響や農業生産にも
多大な影響を及ぼしている（島田, 2007a）。その
一方で，都市居住者の富裕者には，肥満が問題と
なっており，高血圧や糖尿病，脳梗塞の患者が増
加しているのも事実である。徐々に，冠動脈疾患
も増加する傾向にある（Walker et al., 2002）。
　アフリカでは，高齢医療の問題も考えていく必
要がある。これまで高齢医療はアフリカ諸国の厚
生・医療政策のなかでは真剣に検討されることは
なかったが，60才以上の人口割合が急速に上昇
することが予想されている。経済格差の大きなア
フリカでは，「早すぎる死」の危険性に直面する
多数の人びとが存在する一方で，乳幼児医療の拡
充や経済状況の改善にともなうアクセスできる医
療の高度化が見込まれ，高齢人口の急速な増加が
予想されている。アフリカ各国の高齢人口におい
て，低体重の割合は 6～ 48％とほぼ半数，逆に
肥満の割合は 2.5～ 21％とほぼ 4分の 1を占めて
おり，南アフリカ共和国では 56％という高水準を
示す統計がある（Kimokoti and Hamer, 2008）。
低コストで効率的な医療を提供するために，制度
の仕組みや医療施設の配置をはじめ，医療・健康
の向上にどのような取り組みが必要なのか，今
後，緊急の課題となるであろう。
　一方で，今なお，栄養不良の問題は深刻であ
る。2000年以降，低体重の子どもの割合が高水
準で推移し，その実数が増加しているのはアフリ
カのみである。この栄養不良は，グローバル社会
における貧困の問題と強くむすびついているのが
特徴である（Chopra and Darnton-Hill, 2006）。
内戦や紛争，国内の不平等など，さまざまな要因
によって，貧困と飢餓が蔓延しており，人間の健
康と生存が危険な状態にさらされ，「早すぎる死」
が問題となっている。貧困と飢餓，そして「早す
ぎる死」という負の連関を断ち切るためには，医
療制度の充実に対して地元と国際社会の関心を向
ける必要がある（Atinmo et al., 2009）。
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　3）生産の脆弱性
　アフリカ大陸の気候は，赤道を中心に熱帯，乾
燥帯，温帯が南北にほぼ対称に分布しているが，
エチオピアやケニアでは高原の存在により，冷涼
な気候と複雑な降水メカニズムが存在する
（Nicholson, 1996）。近年，アフリカの各地では
特異な気象イベントが発生し，干ばつや洪水など
の自然災害が頻発している（Leroux, 2001）。南
アフリカ共和国のダーバンでは，2011年 11月
から 12月にかけて，COP17（第 17回気候変動
枠組条約締約国会議）が開催されたのが記憶に新
しい。
　世界気象機関は，2011年はラニーニャが観測
史上最大規模の年であり，その影響がバンコクを
はじめ各大陸で起きた洪水や，アフリカ大陸や北
アメリカの干ばつとして現れたと報告している
（WMO, 2012）。アフリカでは，天水依存の農業
が卓越するため，気候変動には大きな関心が寄せ
られている。近年，異常気象が発生する頻度の増
加を考えると，今後，気候変動の影響が人びとの
生活，とくに作物の収穫量に対する影響を予測し
ていく必要がある。Jones and Thornton （2003）
は 2055年のトウモロコシ生産量を予測し，1920

～ 1990年の生産量の平均から 10％の減少が見
込まれると報告している。10％の減少であれば，
農業技術の向上により生産量の低下は補完できる
可能性が高いとし，今後の新しい農業技術の開発
と普及がアフリカの重要な課題になると考えられ
ている。
　農村に居住する人びとは，変動しやすい降水
量，国家政策や経済状況の急速な変化，導入され
る新しい技術といった自然・社会の変容のなか
で，人びとは多様なチャンネルを活用し，農業や
牧畜，村内における生業活動の多様化，そして都
市への出稼ぎなど多就業化を積極的に進めている
ことが明らかとなっている（島田, 2007b）。アフ
リカの農村社会では，今なお，多くの人びとが自
給指向性の強い生活をおくっており，その生活で
は現金を介在させることは少ない。今後，アフリ
カにおいて貨幣経済が農村社会に浸透するなか
で，農村の居住者の多くが現金所得の少ない下層

に位置づけられ，農村コミュニティーが疲弊して
いくのではないかと危惧されている（大山, 2011）。
　アフリカにおける産業の高度化と経済の発展を
考えていくうえでは，労働コストの高さが問題視
されつつある。タイや中国，インドネシア，ベト
ナムといったアジアの例では，安価な労働力をも
とめて，国外からの産業の誘致がすすめられてき
た。しかし，アフリカでは，生産効率がアジアと
同等，もしくは劣るにもかかわらず，労働賃金が
高いという特徴がある（Van Biesebroeck, 2007; 

Fuku nishi, 2008）。どうして，アフリカにおいて
労働賃金が高く設定されるのかが議論されている
が，今後の産業の進展と経済発展には大きな障壁
になるだろうと考えられている。

V．土地荒廃の問題と地理学

　アフリカは古い大陸であり，風化がすすんだ
土壌が卓越し，土地荒廃—つまり砂漠化が進み
やすい。砂漠化の問題は，総合性を強みとする
地理学が取り組むのにふさわしいテーマである。
これまで，乾燥地における土地荒廃については，
日本の地理学者では小堀　巌や門村　浩に代表
される研究がある（小堀, 1973; 門村ほか, 1991; 

門村・勝俣, 1992）。砂漠化は土壌劣化や土地荒
廃の問題であり，人間の土地利用に起因する砂の
移動にともなう裸地化，削剥や洗食作用による岩
盤の露出，表土の削剥と加速的な土砂流出，斜面
の雨裂侵食というプロセスを通じて引き起こされ
る（堀, 2007）。砂漠化は植物生産力—作物や牧
草の生産性を低下させ，食料不足や飢餓，燃料不
足といった人びとの生活基盤をおびやかす危険性
が高い。
　砂漠化問題については，降水量や風などの大気
圏の因子，地表面の地形や傾斜，土壌の化学・物
理性，表土の水食・風食といった地圏の因子，草
本や樹木の生育，昆虫や動物などの生息，農業や
牧畜，産業活動や都市化といった人間活動の生物
圏の因子を複眼的に検討する必要がある。アフリ
カの降水量や風などの大気圏に関する日本人の代
表的な研究では，篠田（2002）がある。
　サハラ砂漠の南縁であるサヘル帯では，砂漠化
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と干ばつが深刻となっている。このサヘル帯はセ
ネガル，モーリタニア，ブルキナファソ，マリ，
ニジェール，チャド，そしてスーダンといった国
ぐににまたがっている。このサヘル帯では不安定
な降雨と干ばつの発生，貧栄養土壌といった自然
条件だけではなく，過耕作や過放牧，薪の採取と
いった人間の環境利用，人口の急激な増加や人口
密度の上昇も組み合わさって，飢饉，すなわち食
料不足の問題が深刻である。
　サヘル諸国では，厳しい自然環境のなかで，増
加し続ける人口を養わなければならないという重
い課題が存在する。砂漠化問題を解決するために
は，人口が増加し続けるなかで，環境に対する負
荷を弱めるという困難な課題を克服する必要があ
る。砂漠化問題の克服は，貧困の削減や生活レベ
ルの維持・改善だけではなく，国内政治を安定す
るうえでも重要である。サヘル諸国の政府は，
1973年と 1974年の干ばつ以降，国際機関や外
国からの支援を受けながら，砂漠化と土地荒廃の
問題に取り組んでいる。
　サヘル諸国の統計資料をみると，国家経済や国
民生活は非常に厳しい状況にある。2009年の人
間開発指数では，全 182カ国のうちセネガルが
166位，モーリタニアが 154位，マリが 178位，
ブルキナファソ 177位，ニジェールが最下位の
182位であった （UNDP, 2009）。世界銀行の『Af-

rican Development Indicators 2007』において
乳幼児の栄養失調はセネガルで 23％（2000年），
モーリタニアで 32％（2001年），マリで 33％
（2001年），ブルキナファソで 38％（2003年），
ニジェールで 40％（2000年）という厳しいデー
タが掲載されている（World Bank, 2008）。
　国際機関やNGOなどの援助により，砂漠化の
抑制を図るさまざまな対処策が講じられている。
グリーンベルトにおける樹木苗の植栽，ザイ （Zai） 
と呼ばれる，作物残渣によるマルチングの方法な
どが提案されている （Sterk and Haigis, 1997; 

Buer kert and Lamers 1999; Molagnoux et al., 

2007）。これらの対処策としての有用性は，定量
的に実証されているが，コストが高いことに加え
て，多くの労働力や広い土地が必要となるため，

いまだに住民間での定着はみられない。人口圧が
高まるサヘル地域において，住民間で容易に実施
できる砂漠化防止策の考案が求められている
（Oyama, 2012）。
　土地荒廃は南アフリカにおいても報告されてい
る。人口集中地域の土地利用による土壌侵食とガ
リーが問題となっている（Kakembo and Rown-

tree, 2003）。現在ではガリー浸食が進行した土
地は耕作放棄地となっており，さらなる土壌荒廃
が生じている。土地利用の点で，今後同じ過ちを
繰り返さないために，土地の管理についての政策
を整える必要がある（Meadows and Hoffman, 

2002）。
　1980年代なかば以降，アフリカの多くの国々
で構造調整政策が導入され，各国では市場経済が
定着しはじめている。市場経済化の進展と資源高
による好景気によって農村では農・畜産物の販売
が活発になり，住民の現金所得を引き上げる効果
がある一方で，人びとの生活基盤である自然環境
の破壊や資源の収奪を引き起こす結果，みずから
の生活や暮らしの安定性が揺らぎはじめている。
活発化する市場へのアクセスが自然環境の破壊や
資源の収奪を進め，人びとの生活基盤となる生態
環境の破壊が進行している現状を検証し，持続的
な環境開発のあり方を検討することは重要な課題
である。
　アフリカの熱帯雨林帯では，燃料材や建材な
どの樹木伐採が増加したことによる森林減少が
指摘されている（Barnes, 1990; Cline-Cole et 

al., 1990）。資源開発や経済活動が拡大するなか
で，環境利用の持続性をどう維持していくのか，
今後，アフリカ諸国が直面する問題であり，自然
から人文現象を射程に入れる総合性の学問である
地理学の取り組むべき問題である。

VI．アフリカにおける地理学の将来展望 

―むすびにかえて―　　　  　

　アフリカ大陸の現代的な状況を議論するうえ
で，ヨーロッパ諸国による植民地政策の歴史を無
視することはできない。ヨーロッパ列強による国
境線の画定は，アフリカの多くの国々が独立して
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半世紀以上の時が経過した現在でも，アフリカで
生じる諸問題の要因として働いている。人為的な
国境線による影響については，2011年の南スー
ダンの独立，その後の南スーダンとスーダンによ
る国境線をめぐる対立は記憶に新しいところであ
る。今日にいたっても，旧植民地時代の国境線を
使い続けることの正当性はあるのか，ヨーロッパ
諸国とは国家成立の経緯がまったく違うアフリカ
諸国に，いまだに強い影響力をもつヨーロッパの
やり方が適合するのか，現在のアフリカ地理学で
は議論されている（Christopher, 2011）。
　また，アフリカでは土地問題が深刻な問題と
なっている。積極的な外資の導入によって，外資
系企業が広大な土地を買い取り，地元住民の土地
を奪うということが起きている。アフリカの安価
な土地にむかうということでランド・ラッシュと呼
ばれたり，あるいは現地住民の視点からランド・
グラッビングと呼ばれたりすることもある。その
背景には，土地の共同保有と私有という植民地政
策以降の法律の二重性が現在の土地保有制度にも
存在している （Le Roy, 1985; Firmin-Sellers and 

Sellers, 1999; Benjaminsen and Lund, 2003; 

Magana, 2003）。アフリカ諸国の多くは，貧困の
削減をめざした国際社会の取り組みのもとで，市
場メカニズムの導入による経済の自由化と外資の
積極的な誘致を進めている。コートジボワール，
ウガンダ，マラウィ，ザンビアなどの諸国では，
土地取得制度に対する市場メカニズムの導入を可
能にする土地法が制定されている（Evers et al., 

2005）。植民地政策に由来する法律や制度の二重
性をどのように解消するのかは，今後の国内政治
の安定と農業生産の安定性を考えるうえで重要な
課題である。また，アフリカの資源や経済に対し
て，労働力，資本，技術の側面で関与を深める中
国の動きも，今後のアフリカ諸国の政治・経済の
安定には重要な要素となるであろう。
　アフリカ各国の政治，経済，社会の状況は，そ
の国境線や政策，政治・教育システム，経済構造
など多くを植民地時代の政策によって影響を受け
ている。アフリカ諸国の教育システムでは，現地
の文化に根ざした教育とグローバルに活躍する人

材を育成するバランスをとることが大きな課題と
なっている。このような課題は，日本の状況とさ
して大きな相違はないが，アフリカの教育シス
テムは植民地時代の教育政策に由来している
（Moseley and Otiso, 2010）。アフリカにおける
高等教育の現状が，植民地時代にまでさかのぼっ
て言及されることがないように，その近代化を独
自にすすめていくことはできるのだろうか。
　地理学の研究と教育は，時代の変化とともにし
ており，そのときの社会情勢，経済や政治の状
況，適用できうる技術レベルによって強い影響を
受ける。アフリカにおける地理学の射程すべき領
域は広く，ここではすべてを網羅することはでき
なかったが，本稿ではアフリカの経済発展を阻害
する要因についてとりあげた。地理学者は，アフ
リカ特有の歴史，文化的背景に考慮しつつ，自然
や人文現象の総合的な理解を深めていくことが課
題となるであろう。また，地域開発や経済発展，
ツーリズム，資源管理，都市政策，ジェンダー，
環境問題といったトピックも重要な課題であり，
学術の発展とともに研究成果の社会還元という実
務面での貢献も求められていくだろう。
　そして，アフリカにおける経済発展の阻害要因
を解消するためには，道路や港湾などの輸送イン
フラの整備，貿易に必要な施設の整備のほか，健
康や環境，観光開発，安心と安全にかかわる地域
間協力が有力な方法と考えられている（Naude, 

2007）。日本の ODAも援助の金額や規模を誇る
ものから，グッドガバナンスや生活の質の向上を
めざす援助の質を重視するパラダイム・シフトが
進んでいる。地理学をはじめとする学術面におい
ても，アフリカと日本の研究者の人的交流や留学
生の受け入れをはじめとする，新たなパートナー
シップを確立していくことが重要だと思われる。
もし，次回に本特集号のような企画が立てられる
ことがあれば，『アフリカの地理学』ではなく，
他地域のように国別の企画がたつように，地理学
によるアフリカ研究のさらなる広がりと深化を期
待したいところである。
　アフリカ諸国における高等教育の進展は決して
順調とはいえず，1980年代の後半から 1990年
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代のなかばにかけて，多くの国々では世界銀行や
IMFによって構造調整政策が導入され，高等教
育に投入される予算は大幅に削減された。1985

年から 1989年に国家財政の教育費に占める高等
教育の割合は 17％であったが，1995年から
1999年にかけては初等教育の普及を重視したこ
ともあって，7％にまで減少している（Bloom et 

al., 2006）。1980年代から 1990年代のなかばに
かけて，多くのアフリカの国々が独立後の国家主
導の社会主義から政策を転換し，複数政党制選挙
を実施し，市場経済への移行を重視して，小さな
政府をめざしている。
　多くの国々で国立大学の予算は大幅に削減さ
れ，インフレ率の上昇に給与の引き上げがともな
わず，実質的な教員給与の引き下げ，奨学金の縮
小，学費の値上げなど，アフリカの大学をめぐる
状況には厳しいものがある。高等教育にかける予
算は減少し，よりよい環境をもとめて研究者の流
出が生じており，アフリカにおける学術界は停滞
している。この構造調整政策が導入された 1980

年代から 1990年代のなかばにかけては，「失わ
れた 10年」と呼ばれている。地理学者も例外で
はなく，この研究者の流出は，アフリカ大陸にお
ける地理学の発展には大きな損失を与えている
（Moseley and Otiso, 2010）。
　しかし，2000年以降，先進国や国際機関の援
助の流入，資源価格の高騰と外国資本の流入に
よって，アフリカの多くの国々では高い経済成長
が続いている。大学予算の削減で，アフリカの大
学に所属する地理学者が，学術的な仕事ととも
に，国際機関の援助や政府による開発計画のコン
サルティング業務に熱心な様子をみかけることが
ある。それは，研究・教育活動に専念しない大学
人の姿として揶揄することもできるだろうが，国
家開発や開発援助に対して積極的に参画しようと
する地理学者の姿と前向きにみることもできる。
地理学者が研究活動とコンサルタントの実務の両
面に従事することで，教育への貢献と国家の社会
開発，そして経済格差や環境問題といった社会問
題の解決に貢献しようとする姿勢を示していると
もいえる。それは，Barbour （1982） の言葉を借

りれば，1900年代の初頭にアフリカの大学では
じまった地理学の教育が，その後のアフリカ人に
よる学術界の立ち上げ・発展へと結びつき，地理
学が国家や社会のなかで高い評価を得ているのだ
ともいえるのである。
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